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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第37期
第３四半期
連結累計期間

第38期
第３四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 平成24年５月１日
至 平成25年１月31日

自 平成25年５月１日
至 平成26年１月31日

自 平成24年５月１日
至 平成25年４月30日

売上高 (百万円) 106,062 115,075 156,398

経常利益 (百万円) 8,844 8,262 13,769

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,664 4,987 8,650

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 7,511 4,364 13,254

純資産額 (百万円) 57,902 66,105 63,645

総資産額 (百万円) 137,111 158,271 149,792

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 95.24 83.84 145.44

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.8 41.4 42.1
 

　

回次
第37期
第３四半期
連結会計期間

第38期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年11月１日
至 平成25年１月31日

自 平成25年11月１日
至 平成26年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 22.73 12.81
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第38期より金額の単位表示を千円単位から百万円単位へ変更しております。なお、比較を容易にするため

第37期についても百万円単位に組替えて表示しております。

５．第38期は決算日変更により、平成25年５月１日から平成26年３月31日までの11ヶ月間の変則決算となってお

ります。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間における経済は、ヨーロッパにおいては景気回復において先行している

ドイツに続いて、スペインやイタリアなど重債務国の景気も持ち直しの兆しがみえ、アメリカにおい

ては、政府支出が減少したものの、個人消費や純輸出の加速が景気拡大をけん引し穏やかな景気拡大

が続き、中国においては、鈍化を伴いながらも、政府目標を超える成長を続けております。

このような中、わが国の経済は、消費税率引き上げ前の駆け込み需要による個人消費の伸びや、雇

用情勢の改善を受けての所得の底打ちを受けて、内需向けの生産が堅調を維持しており、業績の好調

な推移を受けての企業の景況感の持ち直しに伴って、設備投資は３四半期連続のプラスとなり、その

伸び率も高まっております。年度末に向けて駆け込み需要の本格化に伴い、景気の持ち直しペースは

加速すると予想される一方、長期化する輸出低迷や広範な物価上昇といった懸念材料もあり、2014年

４月以降の景気については、不透明感が高まっております。

実質ＧＤＰ成長率は、平成25年10～12月期は＋0.3％と、引き続きプラス成長となったものの、2013

年前半の年率換算４％のペースと比べると、鈍化傾向にみえます（平成26年２月17日内閣府発表

「2013（平成25）年10～12月期四半期別ＧＤＰ速報（１次速報値）」）。

このような国内外の経済環境の下、当社グループが位置する戸建分譲住宅業界においては、インフ

レや消費税率引上げにより、新築住宅着工件数（分譲―戸建）は、多少の減少は見られるものの、高

水準だった前年実績と同程度の水準を維持しております。

このような環境下、当社グループは、引き続き用地仕入の厳選、建設単価の抑制及び早期発売の徹

底などを行うとともに、販売費及び一般管理費の節減にも努めてきました。

この結果、戸建分譲住宅については、当第３四半期連結累計期間における決済棟数は3,520棟とな

り、売上高は107,040百万円（前年同四半期比7.6％増）となりました。

分譲マンションにおいては、当第３四半期連結累計期間における決済戸数は46戸となり、売上高は

2,143百万円（前年同四半期比132.7％増）となりました。

当第３四半期連結累計期間の売上高は115,075百万円、営業利益8,743百万円、経常利益8,262百万

円、四半期純利益は4,987百万円となりました。

なお、前第３四半期連結累計期間との比較では、売上高は8.5％の増収、営業利益は4.5％、経常利

益は6.6％、四半期純利益は12.0％、各々減益となりました。
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(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて8,478百万円増加し、

158,271百万円となりました。これは主にたな卸資産が32,403百万円増加し、現預金が18,218百万円減

少したことによるものであります。

負債は、前連結会計年度末に比べて6,018百万円増加し、92,165百万円となりました。これは主に短

期借入金が7,048百万円増加したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて2,460百万円増加し、66,105百万円となりました。これは主に

利益剰余金が2,786百万円増加したことによるものであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間における当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は23百万円であります。

なお、当社グループの研究開発部門は平成25年11月1日をもって、完全親会社である持株会社へ一部

異動しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年３月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 59,479,440 59,479,440 ―
単元株式数
100株

計 59,479,440 59,479,440 ― ―
 

 （注）当社株式は、東京証券取引所（市場第一部）に上場しておりましたが、平成25年６月27日に決議した「統合契

約書」に基づき、平成25年10月29日をもって上場廃止となりました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年１月31日 - 59,479,440 - 2,000 - 3
 

　

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成26年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

59,479,400
594,794 ―

単元未満株式
普通株式

40
― ―

発行済株式総数 59,479,440 ― ―

総株主の議決権 ― 594,794 ―
 

　

　
　

② 【自己株式等】

　　該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期連結累計期間における役員の異動は、次のとおりで

あります。

(1) 新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）
就任年月日

監査役

（常勤）
― 薗田隆章

昭和35年

10月12日

平成２年１月 当社入社

(注) ―
平成25年

11月１日

平成３年５月 当社久喜営業所長

平成４年４月 当社上尾支店課長

平成７年１月 当社久喜営業所長

平成９年４月 当社上尾店長

平成19年７月 当社取締役

平成23年10月 当社取締役法人営業部長

平成24年４月 当社取締役

平成24年７月 当社取締役退任

平成24年４月

 

パラダイスリゾート株式会社取

締役専務執行役員

　 　 　 　 平成25年11月 当社監査役就任(現任) 　 　 　
 

(注) 監査役の任期は、就任の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

　

(2) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役（常勤） ― 石　丸　郁　子 平成25年10月31日
 

EDINET提出書類

株式会社飯田産業(E03982)

四半期報告書

 7/18



第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

（1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」　　　　　　　　(平成19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　
（2）当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で

記載しておりましたが、第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間より百万円単位で記

載することに変更いたしました。なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前第３四半期

連結累計期間についても百万円単位に組替え表示しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年

11月１日から平成26年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年５月１日から平成26年

１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビュー

を受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 40,994 22,775

売掛金 10 7

営業貸付金及び営業未収金 17,044 11,782

たな卸資産 57,687 90,090

その他 3,501 3,991

貸倒引当金 △20 △22

流動資産合計 119,218 128,625

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,532 7,602

機械装置及び運搬具（純額） 86 68

土地 9,083 9,133

建設仮勘定 41 0

その他（純額） 1,007 1,004

有形固定資産合計 17,751 17,809

無形固定資産 225 220

投資その他の資産

投資有価証券 11,856 811

親会社株式 － 10,100

その他 844 848

貸倒引当金 △103 △145

投資その他の資産合計 12,597 11,615

固定資産合計 30,574 29,645

資産合計 149,792 158,271

負債の部

流動負債

支払手形、買掛金及び営業未払金 16,194 17,798

短期借入金 50,734 57,783

1年内償還予定の社債 300 300

未払法人税等 3,180 822

賞与引当金 365 172

役員賞与引当金 － 99

その他 1,877 2,185

流動負債合計 72,653 79,162

固定負債

社債 450 300

長期借入金 8,600 8,564

退職給付引当金 467 533

保証工事引当金 39 46

その他 3,936 3,559

固定負債合計 13,494 13,003

負債合計 86,147 92,165
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年４月30日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 3 3

利益剰余金 54,245 57,032

自己株式 △296 －

株主資本合計 55,952 59,035

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,067 6,412

その他の包括利益累計額合計 7,067 6,412

少数株主持分 625 657

純資産合計 63,645 66,105

負債純資産合計 149,792 158,271
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年１月31日)

売上高 106,062 115,075

売上原価 87,084 95,119

売上総利益 18,978 19,955

販売費及び一般管理費 9,818 11,211

営業利益 9,159 8,743

営業外収益

受取利息 3 3

受取配当金 160 183

その他 62 42

営業外収益合計 226 230

営業外費用

支払利息 441 599

その他 99 112

営業外費用合計 541 711

経常利益 8,844 8,262

税金等調整前四半期純利益 8,844 8,262

法人税等 3,122 3,243

少数株主損益調整前四半期純利益 5,722 5,019

少数株主利益 57 32

四半期純利益 5,664 4,987
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
　至 平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
　至 平成26年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,722 5,019

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,788 △655

その他の包括利益合計 1,788 △655

四半期包括利益 7,511 4,364

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 7,453 4,331

少数株主に係る四半期包括利益 57 32
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間

（自　平成25年５月１日　至　平成26年１月31日）

　税金費用については、前連結会計年度の四半期決算において年度決算と同様な方法により計算しておりました

が、第１四半期連結会計期間より、年度決算で見込まれる税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法に変更しております。

　この変更は、当社及び連結子会社の四半期決算業務の一層の効率化を図り、四半期決算における迅速性に対応す

るためであります。

　なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。

　
 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　
当第３四半期連結累計期間

(自 平成25年5月１日 至 平成26年１月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及び

のれんの償却額は、次のとおりであります。

　　

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
至 平成25年１月31日)

　
当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
至 平成26年１月31日)

　

減価償却費

のれんの償却額

319百万円

-
　

330百万円

7百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年５月１日 至 平成25年１月31日)

配当に関する事項

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年７月27日
定時株主総会

普通株式 773 13 平成24年４月30日 平成24年７月30日 利益剰余金

平成24年12月11日
取締役会

普通株式 773 13 平成24年10月31日 平成25年１月10日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年５月１日 至 平成26年１月31日)

配当に関する事項

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年7月30日
定時株主総会

普通株式 951 16 平成25年４月30日 平成25年７月31日 利益剰余金

平成25年12月10日
取締役会

普通株式 951 16 平成25年10月31日 平成26年１月15日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年５月１日 至 平成25年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額戸建分譲

住宅事業
金融事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 101,397 1,622 103,019 3,042 106,062 - 106,062

計 101,397 1,622 103,019 3,042 106,062 - 106,062

セグメント利益
又は損失（△）(注)２

9,129 298 9,427 △268 9,159 - 9,159
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲マンション事業、不動産賃

貸事業、江の島事業等の事業活動を含んでおります。

２．セグメント利益は、営業利益を記載しております。

　
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年５月１日 至 平成26年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計 調整額
四半期連結損益
計算書計上額戸建分譲

住宅事業
金融事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 109,156 1,699 110,855 4,219 115,075 　 115,075

計 109,156 1,699 110,855 4,219 115,075 - 115,075

セグメント利益
又は損失（△）(注)２

8,980 181 9,161 △417 8,743 - 8,743
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、分譲マンション事業、不動産賃

貸事業、江の島事業等の事業活動を含んでおります。

２．セグメント利益は、営業利益を記載しております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る減損損失)

　該当事項はありません。

　

(のれんの金額の重要な変動)

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年５月１日
至 平成25年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年５月１日
至 平成26年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 95円24銭 83円 84銭

    (算定上の基礎) 　 　

   四半期純利益金額(百万円) 5,664 4,987

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 5,664 4,987

    普通株式の期中平均株式数(株) 59,479,535 59,479,456
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

　

２ 【その他】

第38期中間配当については、平成25年12月10日開催の取締役会において、平成25年10月31日の最終の株

主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、次のとおり行うことを決議いたしまし

た。

① 中間配当の総額 951百万円

② １株当たり中間配当金 16円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成26年１月15日
 

　

EDINET提出書類

株式会社飯田産業(E03982)

四半期報告書

16/18



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   向　　出　　勇　　治   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   石   黒   一   裕   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年３月11日

株式会社飯田産業

取締役会  御中

　

 

　

 

　

 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株
式会社飯田産業の平成25年５月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年11月１日から平成26年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年５月１日から平成26
年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社飯田産業及び連結子会社の平成26
年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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